
第 17 回みどりの食料システム戦略に係る意見交換会 

（養殖業・漁港漁場関係者） 

 

日時：令和３年２月 25 日（木）15:00～16:30 

場所：オンライン開催 

参加者：別紙参照 

 

【先方コメント概要】 

・  本戦略は、現実的で、実効性のある内容と感じる。 

 

・  本戦略に掲げられた持続性と環境負荷軽減は、これから取り組

まなければならない大きなテーマ。必要性を深く認識し、既に一

部取り組んでいる。 

 

・  人口増加に伴い、動物性たんぱく質の確保が求められるが、魚

は畜産物に比べ環境負荷が少なく、増産余地が比較的大きいと考

えている。 

 

・  沖合養殖は、環境への負荷を吸収できる許容度が高く、持続性

や環境負荷軽減の観点からみて、正しい方向性であると考えてい

る。 

 

・  藻場の保全は、CO2 固定に加え、水質浄化、水産生物の産卵・

成育に不可欠な場。環境変化等への適正な対応と、漁業者や地域

住民と連携した活動が重要。 

 

・  長期的な目線で日本の養殖業を見ると、海外のマーケットをと

るか、海外から輸入しているものを国産で代替するかという方針

になる。海外マーケットでは、大規模な外国資本と戦う必要があ

ること、日本とは異なる趣向を持つ海外の消費者を相手にするの

で、国内マーケットだけを見ている際には気づかなかった新たな

問題が生じる場合がある。 

 

・  日本のサーモン養殖においては、外資を含む大手の参入が見込

まれる。競争力の確保に向けて養殖業の大規模化・集約化が必要

である。 

 



 

・  養殖生産コストの６～７割を飼料が占めている。飼料の主原料

である魚粉のうち、５割は輸入で賄っており、生産の拡大を考え

たとき、飼料の安定供給に不安がある。魚粉や代替原料を含め

た、飼料の確保は重要な課題である。 

 

・  サーモン養殖の伸びが期待されるが日本の海面では、水温の関

係で冬にしか養殖ができないことがボトルネックになる。陸上養

殖や沖合養殖を活用し、このボトルネックを乗り越える方法を考

える必要がある。 

 

・  地球温暖化に伴う海水温の上昇について、長年養殖業に携わっ

ていると肌身で感じる。実際に被害報告もある。CO2 の削減は、

我々に課された大きな課題である。 

 

・  水産用医薬品の使用は、養殖業の弱点である。極力、水産用医

薬品を使用しないためにも、ワクチンの開発を国として進めてい

ただきたい。 

 

・  ブルーカーボンは、避けては通れない課題であり、取組を進め

ていただきたい。ノルウェーでは取組が進んでおり、海藻を CO2

吸収源としてだけでなく、栄養源として利用することが考えられ

ている。 

 

 

（以上） 



 

（別紙） 
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